
別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅲ-1-1

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 267,723 286,962

一般 都道府県労働局 702,285 697,185

970,008 984,147

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

970,008 984,147

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

労働条件確保・改善対策費
労働条件の確保・改善に必要な経
費

労働条件確保・改善対策費
労働条件の確保・改善に必要な経
費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

労働条件の確保・改善を図ること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅲ-1-2

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 1,188,893 3,388,782

1,188,893 3,388,782

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

1,188,893 3,388,782

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

最低賃金引上げに向け中小企業・小規模事業者の生産性向上の支援を図ること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

中小企業最低賃金引上げ支援対
策費

最低賃金引上げに向けた中小企業
の支援に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅲ-2-1

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 労災勘定 29,083,178 27,232,167

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

29,083,178 27,232,167

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 労災勘定
Ⅲｰ3ｰ1、Ⅲｰ3ｰ
2、Ⅳｰ3ｰ2

＜ 106,238 ＞ ＜ 126,102 ＞

労働保険特別 労災勘定
Ⅲｰ3ｰ1、Ⅲｰ3ｰ
2、Ⅳｰ3ｰ2

＜ 93,093 ＞ -

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 199,331 ＞ の内数 ＜ 126,102 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

29,083,178 27,232,167

＜ 199,331 ＞ の内数 ＜ 126,102 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費（前年度
限りの経費）

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費（前年
度限りの経費）

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

労働安全衛生対策費 労働安全衛生対策に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅲ-3-1

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 - 315,081

労働保険特別 労災勘定 773,432,875 777,212,720

労働保険特別 労災勘定 5,315,918 5,013,907

労働保険特別 労災勘定 28,851,624 29,253,566

315,081

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

807,600,417 811,480,193

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般 厚生労働本省 8,248 8,140

一般 厚生労働本省 401 607

労働保険特別 労災勘定 6,466,116 6,040,743

労働保険特別 労災勘定
Ⅲｰ2ｰ1、Ⅲｰ3ｰ
2、Ⅳｰ3ｰ2

＜ 106,238 ＞ ＜ 126,102 ＞

労働保険特別 労災勘定
Ⅲｰ2ｰ1、Ⅲｰ3ｰ
2、Ⅳｰ3ｰ2

＜ 93,093 ＞ -

8,649 8,747

＜ ＞ ＜ ＞ の内数

6,466,116 6,040,743

＜ 199,331 ＞ の内数 ＜ 126,102 ＞ の内数

8,649 323,828

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

814,066,533 817,520,936

＜ 199,331 ＞ の内数 ＜ 126,102 ＞ の内数

職務上年金給付費の財源の年金特
別会計厚生年金勘定へ繰入れに必
要な経費

政策評価調書（個別票）

被災労働者等の迅速かつ公正な保護を図るため、必要な保険給付を行うこと

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）

保険給付業務に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

特定石綿被害建設業務労働者
等給付金等支給諸費（仮称）
※仮であり、正式には予算編
成過程で検討する。

特定石綿被害建設業務労働者等に
対する給付金等の支給に必要な経
費（仮称）（新規）

保険給付費 保険給付に必要な経費

職務上年金給付費交付金
職務上年金給付等交付金に必要な
経費

業務取扱費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費（前年度
限りの経費）

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費（前年
度限りの経費）

小 計

小 計

職務上年金給付費年金特別会
計へ繰入

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

労働者災害補償保険保険給付費労
働保険特別会計へ繰入

労働者災害補償保険保険給付費の
財源の労働保険特別会計労災勘定
へ繰入れに必要な経費

職務上年金給付費年金特別会
計へ繰入

職務上年金給付費の財源の年金特
別会計厚生年金勘定へ繰入れに必
要な経費



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅲ-3-2

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 労災勘定 139,991,956 140,397,185

労働保険特別 労災勘定 12,022,985 11,220,887

労働保険特別 労災勘定 1,317,664 1,824,689

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

153,332,605 153,442,761

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 労災勘定
Ⅲｰ２ｰ1、Ⅲｰ3－
1、Ⅳｰ3－2

＜ 106,238 ＞ ＜ 126,102 ＞

労働保険特別 労災勘定
Ⅲｰ２ｰ1、Ⅲｰ3－
1、Ⅳｰ3－2

＜ 93,093 ＞ -

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 199,331 ＞ の内数 ＜ 126,102 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

153,332,605 153,442,761

＜ 199,331 ＞ の内数 ＜ 126,102 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費（前年度
限りの経費）

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費（前年
度限りの経費）

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

社会復帰促進等事業費
被災労働者等の社会復帰促進・援
護等に必要な経費

独立行政法人労働者健康安全
機構運営費

独立行政法人労働者健康安全機構
運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働者健康安全
機構施設整備費

独立行政法人労働者健康安全機構
施設整備に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅲ-4-1

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 中央労働委員会 299,532 286,079

労働保険特別 雇用勘定 390,835 369,345

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般会計 厚生労働本省 406,267 429,050

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

労使関係等安定形成促進費
安定した労使関係等の形成の促進
に必要な経費

労使関係等安定形成促進費
安定した労使関係等の形成の促進
に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び
普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅲ-5-1

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 徴収勘定 25,289,953 22,977,984

労働保険特別 徴収勘定 4,206,194 4,206,995

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

29,496,147 27,184,979

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 労災勘定 37,674,704 37,140,724

労働保険特別 雇用勘定 28,874,610 26,478,583

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

66,549,314 63,619,307

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

96,045,461 90,804,286

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

労働保険適用促進及び労働保険料等の適正徴収を図ること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５
段階達成度合いは記載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

業務取扱費
労働保険適用徴収業務に必要な経
費

業務取扱費
石綿健康被害救済事業に必要な経
費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

保険料返還金等徴収勘定へ繰
入

保険料返還金等の財源の徴収勘定
へ繰入れに必要な経費

保険料返還金等徴収勘定へ繰
入

保険料返還金等の財源の徴収勘定
へ繰入れに必要な経費


